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り生まれた子の嫡出推定が問題となった最高裁平成 25 年 12 月 10 日第三






















イン 3. 1. 1)。原則として夫またはパートナーの精子のみを使用すること
が許される (ガイドライン 3. 1. 1)。第三者の精子は、医学的観点、心理
学的助言、法律の観点からの説明、精子提供者などに関する文書作成とい
う特別の要件のもとで使用することが許される (ガイドライン 5. 3)。
第三者からの卵子提供 (胚保護法 1 条 1 項 1 号)、代理懐胎 (胚保護法





















































代理懐胎一般について、日本では最高裁平成 19 年 3 月 23 日第二小法廷
決定 (民集 61 巻 2 号 619頁) がアメリカで行われた代理出産により出生






















































































注( 1 ) 縁組をしていない場合であっても、実親である生活パートナーの一方が単
独配慮権者であれば、この者の了承を得て、他方は子の日常生活の事務につ
いて共同決定する権限 (小監護権) を有することができる (生活パートナー
シップ法 9条 1項)。
( 2 ) アメリカにおける状況について、中村恵「アメリカにおける同性カップル
と生殖補助医療によって生まれた子との親子関係」東洋法学 50 巻 1=2 号合
併号 67頁 (2007)、同「アメリカにおけるセカンド・ペアレント・アダプ
ション」東洋法学 58 巻 3 号 85頁 (2013) がある。
( 3 ) 二宮周平・棚村政行・水野紀子・窪田充見「座談会 親子法のあり方を求
めて」法律時報 87 巻 11 号 4頁、21頁以下 (2015)。
( 4 ) 水野紀子「性同一性障害者の婚姻による嫡出推定」松浦好治他編『市民法
の新たな挑戦―加賀山茂先生還暦記念』信山社 (2013) 601頁、613頁以下。
( 5 ) 水野・前掲 616頁。
( 6 ) 最高裁平成 19 年 3 月 23 日第二小法廷決定 (民集 61 巻 2 号 619頁) 以降、
代理懐胎について議論が深められている。最近の文献として、幡野弘樹「代
理懐胎と親子関係―ヨーロッパ人権裁判所とフランス法を参照としつつ」
法律時報 87 巻 11 号 24頁 (2015)、同「代理懐胎と合意と公序 (1)」立教法
学 89 号 204頁 (2014) がある。
( 7 ) Vgl. Herbert Grziwotz, Kinderwunscherfüllung durch Fortpflanzung-
smedizin und Adoption, NZFam 2014, 1065, 1065.
( 8 ) (Muster-) Richtlinie zur Durchführung der assistierten Reproduktion-
Novelle 2006-, Deutsches Ärzteblatt 2006, Jg. 103, A 1392.
( 9 ) Kommentar der Bundesärztekammer zu Nr. 3. 1. 1. der (Muster-)
Richtlinie zur Durchführung der assistierten Reproduktion, Deutsches
Ärzteblatt 2006, Jg. 103, A 1398 (1400).
(10) 全般的な問題については、中村恵「生殖補助医療と親子関係」法律時報
86 巻 6 号 14頁 (2014) を参照。










公序」私法 77 号 185頁 (2015)、同「代理懐胎と合意と公序 (2)」立教法学
91 号 189頁 (2015) を参照。
(13) 羽生香織「嫡出推定される人工生殖子と生殖可能性の不存在」法学セミ
ナー 706 号 14頁、17頁 (2013)。
(14) 婚姻中に懐胎されたか、出産したか、夫を父と推定するのか、父と定める
のかという違いは、日本法 (民法 772 条) とドイツ法 (民法 1592 条 1 号)
にはあるが、優先的に夫を父とする点では同じである。











窪田「本来は 772 条の機能とは違う部分で、形式的には 772 条を使うという
ことなのだと理解しました。」
(16) 渡邉泰彦「同性パートナーシップの法的課題と立法モデル｣ 家族〈社会




















年までの自由刑または罰金に処される (胚保護法 11 条 1 項)。もっとも、







れており (胚保護法 1条 1項 1号)、外国の医療機関で行われる。
費用負担の面では、夫婦では一定の要件を満たした場合に、妊娠を惹起
させる医療上の措置を法定健康保険の給付対象に含み、費用の 50%を健
康保険で引き受ける (社会法典第 5編 27 条 a 第 1 項、第 3項)。保険給付










2013 年 5 月 7 日判決 (後記 2 1)) とケルン上級州裁判所 2014 年 8 月 27










邦通常裁判所 2013 年 5 月 15 日判決の事案をみる (後記 3 1))。名を秘す
ことを求めている精子提供者も血縁上の父として縁組に同意が求められる
のかに関して、連邦通常裁判所 2015 年 2 月 18 日決定の事案を紹介する
(後記 3 2))。さらに、血縁上の父であるが人格的に問題のある精子提供
者から子に関する情報請求が問題となったハム上級州裁判所 2014 年 3 月
7 日決定も紹介する (後記 3 3))。
最後に、女性生活パートナーの一方が人工授精により生んだ子と他方と
の継親子縁組において生じうる問題について、裁判所による許可に関する
カールスルーエ上級州裁判所 2014 年 2 月 7 日決定 (後記 4 1)) と、試験
監護期間の短縮に関するゲッチンゲン区裁判所 2015 年 6 月 29 日決定 (後
記 4 2)) にふれる。
2 出生登録簿への登録
ドイツでは同性婚が認められておらず、出生時点で母と婚姻していた男
性を父とする父性推定 (1592 条 1 号) の規定が女性カップルに直接に適
用されることはない。女性生活パートナー双方が子を二人の子とすること
を望み、その一方が人工授精により出産した場合に、他方と子との親子関








女性 Aと Bは、2001 年に生活パートナーシップを設定した。Bは、A
の同意を得て行った精子提供型人工授精により 2008 年 12 月 22 日に子
C を出産した。2009 年 1 月 19 日に Cの出生証明書に Bは母として登録
された。A については、生活パートナーシップ存在証書 (Verpartner-
ungsurkunde) 提出したが、Cの出生証書に登録されなかった。
2009 年 2 月 25 日に縁組の申立てがなされ、第三審ハンブルク上級州裁
判所決定の翌日である 2010 年 1 月 27 日に、ハンブルク区裁判所は縁組を
申し渡している。












身分登録法 21 条の意味における両親 (Eltern) の概念は、生物学的親
子関係に限られず、生活パートナーシップに継親子縁組が導入されてから
は父と母に限られない。(②Rz. 1)




























生じる自らの権利を主張する可能性を Aは拒絶されている。基本法 6 条





断する点で、基本法 1条 1項との関連における 2条 1項からの親密圏への
介入となる。さらに、Aと Bは、縁組手続の範囲において、経済的およ
び個人的状況を明らかにしなければならない。場合によっては、懐胎させ











第一審ハンブルク区裁判所 2009 年 6 月 24 日決定
(22)
、第二審ハンブルク地
方裁判所 2009 年 11 月 4 日決定
(23)
、第三審ハンブルク上級州裁判所 2010 年
1 月 26 日決定 (未公刊) は、申立人の主張を認めなかった。3つの決定の
内容を申立人の主張に対応してまとめると以下のようになる。
(a) 親の概念
身分登録法 21 条 1 項 4 号
(24)
により、出生登録簿には、親の氏名が記載さ
れる。子の親は子と血縁を有する者であり、父と母である (④ Rz. 10、①













(b) 父子関係の規定 (民法 1592 条) の類推適用
1591 条により Cとの関係では Bが母として出生登録簿に登録される
(① Rz. 12)。1592 条の趣旨から、母の生活パートナーとの母子関係は、





A を「第 2 の」母として出生登録簿に登録する法的基礎は認識されな
い。Aは C を分娩しておらず、1591 条の意味における母ではないことか
ら、Cが Aと血縁関係を有することは不可能である (①Rz. 14)。1592 条
による法律上の推定は、この女性に関する生物学的親子関係に介入するこ
とはできない (④ Rz. 13)。子の母と生活パートナーシップにおいて生活
している女性は、生物学的理由から、トランスセクシュアル法 10 条によ
り女性とみなされるのではない場合、生活パートナーから生まれた子の父









1591 条と 1592 条が基礎におく親の概念は、女性と男性の親であること
(Elternschaft) のみを含み、同性パートナーの単なる社会−家族的親子関
















生活パートナーシップ法改訂法 (Gesetz zur Überarbeitung des
Lebenspartnerschaftsrechts) により、継親子縁組の規定を立法者は定め





(4) 連邦憲法裁判所 2010 年 7 月 2 日決定
Aと Bは、基本権侵害を理由に憲法異議を申し立てた。連邦憲法裁判




















基本法 6 条 2 項による保護を要求できる者であるが、子 Cの出生証書に
Aが登録されないことにより生物学的母として基本法 6 条 2 項からの親
の権利を害されているのではない。(④ Rz. 28)
(b) 一般的人格権
































































ている。それにより、A、B、C の間の関係は条約 8 条の意味における










































次に見るケルン上級州裁判所 2014 年 8 月 27 日決定
(33)
では、生活パートナー





ドイツ国籍を有する女性 Aとフランス国籍を有する女性 Bは、2010 年
10 月 22 日に生活パートナーシップを設定した。Aから採取した卵子と匿
名提供者の精子により受精した胚を Bの子宮に着床させることにより、B
は懐胎した。2013 年 8 月 8 日に Bは、C を出産し、身分登録官により C
の出生登録簿に母として記載された。2013 年 9 月 13 日に、Aと Bは、彼
女たちがドイツ法により定めた氏をCの氏とした。
23(932)








民法 1591 条を参照して出生登録の補充を拒否することは、基本法 3 条



















母との関係においては、民法施行法 19 条 1 項 2 文にしたがい母の本国
法により定めることができる。フランス法は、代理懐胎を禁じている。母



























(3) ケルン上級州裁判所 2014 年 8 月 27 日決定





Cの母はドイツ法により Bであり (② Rz. 10)、基本法 3 条 1 項、6 条 1
項、2項、ヨーロッパ人権条約 8 条に違反していないとした。
(a) 基本法 6条 1項
連邦憲法裁判所 2010 年 7 月 2 日決定とほぼ同じこと (前記 2 1) (4)
(a) ④ Rz. 27) を述べている。(②Rz. 12)






























































和国国籍を有する女性 Bは、南アフリカ共和国において 2008 年に同国の
法律による同性婚 (婚姻タイプのシビルユニオン) を締結した。2010 年
27(928)
には、Bが人工授精により懐胎した子 Cが生まれ、南アフリカ内務省に
より、Aを親 1 (parent1)、B を親 2 (parent2) と表記する出生証書が発
行された。Aと Bの同性婚は、2012 年にベルリン第一身分登録所の生活
パートナーシップ登録簿に登録された。
領事館により認証された 2012 年 7 月 23 日付の宣言により、Aと Bは、
両親を彼女たち双方として Cの出生をベルリン第一身分登録所の出生登
録簿に登録するよう申し立てた。Aと Bは、彼女たちが共同で決断して
人工授精により Cが懐胎されており、A も親の一方 (母) と見なされる
と主張した。Cは Aと血縁関係を有しておらず、それによりドイツ国籍
も取得していないとして、身分登録所は、2013 年 4 月 10 日に登録を拒否
した。Aと Bは身分登録所に登録を命じるようにショーネベルク区裁判
所に申し立てたが、同裁判所は 2013 年 11 月 8 日決定により棄却した。こ
れに対して、A、B、Cは、抗告した。
(2) ベルリン高等裁判所 2014 年 12 月 2 日決定
ベルリン高等裁判所 2014 年 12 月 2 日決定
(41)
は、抗告を認容した。裁判所








外国で出生した Cは、身分登録法 36 条 1 項 1 文の意味におけるドイツ
人である。ドイツ国籍を有する Aが Cと血縁関係を有するか否かのみが




証書の証明力 (身分登録法 54 条) に基づくことができる。その他におい
て、官庁による積極的確認は、国籍法 30 条 1 項 2 文にしたがい国籍の存























れる (民法施行法 19 条 1 項 1 文)。同国法によれば、子が夫婦である A
と Bの合意により人工授精によって懐胎され、Bが分娩したのであるか







オンのパートナーも婚姻している者 (married person) と配偶者 (spouses)
に含まれ、南アフリカ法では性別の組み合わせに関係なく婚姻 (mar-








Cの血縁関係は、Aとの関係において民法施行法 5条 1項 2文との関連
における 19 条 1 項 2 文にしたがってドイツの実質法により定まるのでは
ない。ドイツ法によると、Cは Aと血縁関係を有しない (民法 1591 条)。
民法 1592 条以下にしたがい、南アフリカ親子法第 40 条 3 項によるのと同
様に、第三者との法的父子関係も存在しない。選択的連結 (民法施行法






結局、南アフリカのシビル・ユニオン法 13 条 2 項との関連における親











(1600 条 5 項)。精子提供者による父性取消しを 1997 年親子法改正では認
めなかったことを、連邦憲法裁判所 2003 年 4 月 9 日決定は、基本法 6 条
2項 1文に反して違憲と判断した。2004 年民法改正により、条件付きでは










9条 7 項) をすることとなる。縁組により子と親の他方との血族関係、精
子提供者と子との父子関係が解消する (1755 条)。それでも、縁組には、
子の親の同意 (1747 条) が必要となる。
他方、精子提供者が父性承認 (1592 条 2 号) を行うことは妨げられな
いが、子の母がその生活パートナーとの間の子として育てることを望んで
いる場合には、子の母の同意を得ること (1595 条) は事実上不可能であ







年 5 月 15 日判決である。
この場合に、精子提供者が 1600 条 1 項により不実の父性承認を取り消
す権利を有するのかが問われた。そこで、懐胎期間中に子の母と同衾した
















2009 年 1 月に Xは Cに対して父性承認を行おうとしたが、Bの同意を
得ることができなかった。2009 年 3 月に別の男性 Yが、Bの同意を得て、
Cに対する父性承認を行った。Cが Aと縁組するにあたり父の同意が必
要となることから (生活パートナーシップ法 9 条 7 項、民法 1747 条)、C
との父子関係に興味を持っていない Yに父性承認させ、Yから縁組の同
意を得ることを目的としていた。
2009 年 8 月に、Xは、懐胎期間中に子の母と同衾したという宣誓に代
わる保証を提出し (1600 条 1 項 2 号)、Yと Cの父性取消しを求める訴え
を提起した。
第一審ケルン地方裁判所 2010 年 8 月 10 日判決
(48)
は、精子を容器に入れて
提供したという事案に 1600 条 1 項 2 号にいう同衾 (beiwohnen) は存在
せず、同条の類推適用が基本法 6条 2項 1文から強いられるものではない
として、Xの請求を棄却した。1600 条 1 項 2 号の改正のきっかけとなっ









きないとする (② Rz. 8, 9)。また、Bの同意を得て、社会−家族的関係が
存在しない Yがした父性承認は、生物学的父が子と面会交流を通じて子
との関係を形成する可能性を奪ったとする (②Rz. 10)。
それに対して、被控訴人である Cの側では、Bと Xの間で Cの出生後
に Aと縁組することについて合意が成立しており、Bのみが Cの出生登






ケルン上級州裁判所 2011 年 5 月 17 日判決は、Xが 1600 条 1 項 2 号に
より父性取消権を有することを認めた。血液検査の鑑定結果から Yでは
なく Xが父であることが確認されたことを、2 年の期間内 (1600 条 d 第
1 項) に提起した訴えにより確定し、原判決を取り消し、Xの控訴を認容
した。




とを保証する 1600 条 1 項 2 号の要件を満たすとみられる。(②Rz. 28)
同衾のメルクマールは、取消権限を生物学的父と考えられる者に制限す
ることに役立つものである。このことは、本件での精子の引渡しでも、直
接に性交した事案と同じである。同衾による父性推定 (1600 条 1 項 2 号)
の範囲においても、精子の引渡しの証明は、人工授精の際には性交と同じ
となる。(②Rz. 29)




























この意味において、1600 条 1 項 2 号における「同衾した」は、1600 条




1600 条 2 項と 5 項により子と法律上の父の間の家族的関係を理由として
取消権を排除する要件、核家族的コンタクト、は存在していない。Aと C
の縁組のために、Xの父としての感情に反する影響を与えるよう、Yが
阻止父 (Sperrvater) として選ばれたことを、B も隠していない。(② Rz.
38)
母Bのパートナー Aが Cの法律上の父ではないことから、Aと Cの間
34 (921)
の家族社会的関係は、Yに対する取消権の排除 (1600 条 2 項、4 項) に
何ら役割を演じない (② Rz. 39)。Xと Cの間に社会的関係が存在してい
ないが、その存在が父性取消しの要件ではない (②Rz. 41)。
Yらは上告した。
(4) 連邦通常裁判所 2013 年 5 月 15 日判決
連邦通常裁判所 2013 年 5 月 15 日判決
(53)
は、1600 条 5 項の要件が存在し
ない場合には 1600 条 1 項 2 号による父性取消権を精子提供者は有すると
して (③ Rz. 31)、以下の理由から上告を棄却した。
他の男性を唯一の法的な地位とする取り決めに基づかずに精子が提供さ
れた本件では、父性取消しは排除されない。(③ Rz. 16)
控訴審と同様に、連邦憲法裁判所 2003 年 4 月 9 日判決の趣旨、1600 条
1 項 2 号の同衾の要件が定められた理由をあげる (③ Rz. 17〜20)。




るかは、血縁関係の有無に係っている (1600 条 2 項)。(③ Rz. 20)








明らかにするものとされるときは、精子提供者は、1600 条 5 項にいう精
子提供者というより、配偶者間人工授精における血縁上の父に近いもので











ら 1600 条 1 項 2 号の文言を越えて、取消権者が十分に宣誓による保証を
行い、法律上の父と子の間の社会−家族関係がもはや存在しない場合で
あっても、1600 条 5 項の事案において精子提供者の取消権の排除は正当
化される。(③ Rz. 24)
それに対して、依頼者からの人工授精に対する同意を欠いているときは、
裁判上の父性確認 (1600 条 d) により精子提供者が父として確定する。














手続ではなく、継親子縁組 (生活パートナーシップ法 9条 7項) において
36 (919)
判断される。親の一方の生活パートナーは、縁組前では子と社会−家族的
関係において生活している場合であっても、基本法 6条 2項 1文による親
の権利の担い手ではなく、憲法上の親子関係を基礎づけない (連邦憲法裁
判所 2013 年 2 月 19 日判決、前記Ⅲ 2) (2) 参照)。Xが縁組を了承して
いたか否かも、子の福祉への有益性において縁組手続で考慮される。(③
Rz. 28)
母の生活パートナーである Aの基本法 6条 1 項からの家族への権利も、
父性取消しが社会的家族に直接に介入しないことから、本件では問題とな








縁上の父が親の地位を得ることを可能とすることが、1600 条 1 項 2 号に
定められた父性取消しの目標設定に合致する。(③ Rz. 30)
2 ) 精子提供者による縁組への同意の要否
前記連邦通常裁判所 2013 年 5 月 15 日判決では、精子提供が 1600 条 1
項 2 号にある「懐胎期間中に子の母と同衾していた」と同視できることを
述べていた。この「懐胎期間中に子の母と同衾していた」ということは、
1600 条 d により、父子関係確認の手続において父と推定する要件ともな
る (1600 条 d 第 2 項 1 文)。さらに、縁組手続において、1592 条により
他の男性が父とみなされない場合には (つまり法律上の父がない場合に
は)、1600 条 d 第 2 項 1 文の要件である「懐胎期間中に子の母と同衾して
いたこと」を疎明した男性も、同意を必要とする父と推定される (1747

















Dから精子の提供を受け、2010 年 10 月に子 Cを出産した。Aは、Cとの












衾と同視され、精子提供者は、1600 条 d 第 2 項 1 文との関連における







ベルリン高等裁判所 (KG) 2013 年 7 月 30 日決定 (未公刊) は、次の
理由から控訴を棄却した (決定理由は後記連邦通常裁判所 2015 年 2 月 18
日決定から引用する)。
縁組には親の同意が必要であり (1747 条 1 項 1 文)、他の男性が 1592
条により父と推定されない限りで、懐胎期間中に母と同衾したことの要件
(1600 条 d 第 2 項 1 文) を疎明した者が父と見なされる (1747 条 1 項 2
文)。連邦通常裁判所 2013 年 5 月 15 日判決 (前記 3 1)) から、1600 条 d
第 2 項 1 文は、第三者の精子提供での人工生殖による子の懐胎についての
男性と母の同意 (1600 条 5 項による合意) を前もってしていない場合に
は、精子提供者に類推適用される。
本件は、1600 条 5 項の意味における同意がなされた精子提供型人工授
精とは同じではない。父と母と養親の間で縁組を最初から合意していた場











いてのみ表示できるとする 1747 条 1 項 1 文の意義と目的に矛盾する。
(Rz. 8)
父が表示する状況に継続的になかった、またはその居所を継続的に知ら





(2) 連邦通常裁判所 2015 年 2 月 18 日決定
(a) 抗告審との違い





まず、縁組手続において 1747 条 1 項 2 文により女性カップルに精子を
提供した男性が同意権者に含まれるという基本原則は認めている。ただし、








1600 条 d 第 2 項 1 文との関連において
(57)
1747 条 1 項 2 文は、その特別な
目的に基づき、精子提供者を含んでいる。法律上の父子関係がまだ確定さ
れていない場合に父として考えられる男性をあげてこの者に縁組手続への
参加の可能性を与えるという目的に、1600 条 d 第 2 項 1 文は、1747 条 1






ことができる。このことは、基本法 6条 2項 1文に相応する
(59)
。(Rz. 14)
基本法 6 条 2 項 1 文、これと合致する民法 1747 条 1 項 2 文の保護の方
向性に基づき、推定される父が縁組手続に参加できる。これは、自然懐胎
40 (915)
のみならず、精子提供の事案にも妥当する。連邦通常裁判所 2013 年 5 月
15 日判決 (前記 3 1)) により裁判上の父性確認において同衾を要件とし






疎明した場合に必要である (1747 条 2 項 1 文)。疎明を必要とすることで、
条文は、父性を主張する者 (Vaterschaftsprätendent) が手続において自
らでその利益を守ることを前提としている。それに対して、血縁上の父で




























1747 条 4 項 1 文を類推適用する必要がある。血縁上の父である可能性を
有する者は、同意できる状況にない、または所在が知れない者よりも有利











うに家庭裁判所が手続を通知することで (家事事件手続法 7 条 4 項)、手
続法で保障される。裁判所は血縁上の父の氏名と住所を職権探知 (家事事
件手続法 26 条) により調査しなければならない。関係人は、事実の調査
に協力し、陳述を完全かつ真実に従ってしなければならない (家事事件手





















て、ゲッチンゲン区裁判所 2015 年 6 月 29 日決定
(62)
























































(2) ハム上級州裁判所 2014 年 3 月 7 日決定
















































Aと Bは、2009 年 8 月に生活パートナーシップを設定した。Bは、匿






る権限 (小配慮権、生活パートナーシップ法 9条 1項) を有している。
2012 年 2 月に Aは、Cとの養子縁組を家庭裁判所に申し立てた。同時
に Bは、母、Aの生活パートナー、子の法定代理人として、縁組に同意
した。ハイデルベルク区裁判所 (家庭裁判所) の求めにより、少年局は、
2013 年 4 月に A と C の縁組に賛成する文書を提出した。区裁判所は、
2013 年 7 月 22 日決定により、Cの自己の出自を知る権利の観点から縁組
に疑問があるとして、弁護士 Dを手続補佐人に選任した。
2013 年 8 月 28 日に、Aと Bは、施術した病院と医師を記した封書をC
のために保管するよう公証人に渡した。封書は、2027 年 11 月 25 日から
16才に達した Cの求めによってのみCに引き渡すことが許される。
2013 年 9 月 15 日の文書で、手続補佐人は、次の理由から縁組に反対し








ハイデルベルク区裁判所 2013 年 10 月 18 日決定 (未公刊) は、Aの申
立てを棄却した。これに対して、Aは抗告した。少年局は、2013 年 12 月
17 日の文書で、2013 年 9 月 15 日の手続補佐人による意見に賛成すると補
足する文書を提出した。
カールスルーエ上級州裁判所は、2014 年 1 月 9 日釈明決定 (Hinweis-
beschluss) で、Aと Cの縁組が生活パートナーシップ法 9 条 7 項、民法
1741 条により許可され、縁組が子の福祉に資するもので、養親と子の間
に親と子の関係 (Eltern-Kind-Verhältnis) が生じていると述べていた
(Rz. 10)。この決定と口頭弁論なしの判断に Aと Bは同意した (Rz. 11)。
47(908)
しかし、手続補佐人は縁組に反対し、上級州裁判所への 2014 年 1 月 10 日
と 28 日の文書で従来の意見を再び述べた (Rz. 12)。
(2) カールスルーエ上級州裁判所 2014 年 2 月 7 日決定


































































事例①では、女性 Aと Bが 2007 年に生活パートナーシップを設定し、
パートナー双方が共同で決めて、2009 年にデンマークの病院において匿
名の提供者による精子と Aの卵子による人工授精の施術を Bが受けて子
Cを出産した。事例②では、女性 Aと Bは 2013 年に生活パートナーシッ
プを設定し、パートナー双方で決めて、Bは匿名の精子提供により 2014
年 7 月 7 日に子 Cと Dを出産した。









(2) エルムスホルン区裁判所 2010 年 12 月 20 日決定



























(3) ゲッチンゲン区裁判所 2015 年 6 月 29 日決定




































































(18) Richtlinie zur Durchführung der assistierten Reproduktion Anhang zur§
13 Abs. 2 der Berufsordnung der Hamburger Ärzte und Ärztinnen vom 27.
03. 2000 i. d. F. v. 02. 12. 2013. [online] Ärztekammer Hamburg [retrieved




(19) Richtlinien des Bundesausschusses der Ärzte und Krankenkassen über
ärztliche Maßnahmen zur künstlichen Befruchtung (,,Richtlinien über
künstliche Befruchtung “), S. 2. [online] Gemeisamer Bundesausschuss





Künstliche Befruchtung : Lesbisches Paar und der lange Weg zur eigenen
Familie [online] Thüringische Landeszeitung 2015-02-11 [retrieved on








3 第 1600 条 d又は家事事件手続法第 182 条 1 項によりその父子関係
が裁判上確定された者
(21) 基本法 2条 (人格の自由)
( 1 ) 何人も、他人の権利を侵害せず、かつ、憲法的秩序又は道徳律に違反
しない限り、自らの人格の自由な発展を求める権利を有する。
( 2 ) 何人も、生命に対する権利および身体を害されない権利を有する。人
身の自由は不可侵である。これらの権利は、法律の根拠に基づいてのみ、
介入することができる。
(22) AG Hamburg, Beschluss vom 24. Juni 2009 -60 Ⅲ 35/09-, juris.
(23) LG Hamburg, Beschluss vom 04. November 2009 -301 T 596/09-, juris.
(24) 身分登録法 21 条 (出生登録簿への登録)
( 1 ) 出生登録簿には、次に掲げる事項を登録する。(1〜3 号略)
4．父母 (Eltern) の氏名、及び父母の希望により宗教団体又は公法上の
団体への法的帰属
(25) その他に、第二審決定では基本法 3 条 1 項の平等原則との関係で民法
1592 条が類推適用されないことも指摘したが、連邦憲法裁判所決定では顧
慮されなかった。第二審決定は、生活パートナーによる継親子縁組の規定




(26) NJW 2011, 988 = FamRZ 2010, 1621.
(27) ヨーロッパ人権条約 8 条








の条約 (ヨーロッパ人権条約)」ミネソタ大学人権図書館 [online] [2015
54 (901)
年 12 月 13 日検索] < URL : http : //www1.umn.edu/humanrts/japanese/
Jz17euroco.html > による。
(28) NJW 2014, 2561 = EuGRZ 2013, 668.




(30) ヨーロッパ人権条約 8 条における家族生活概念と同性カップルについては、
渡邉泰彦「ヨーロッパ人権条約における同性婚と登録パートナーシップ ―
ヨーロッパ人権裁判所シャルクとコプフ対オーストリア事件とその後のオー
ストリア憲法裁判所判例より―」産大法学 47 巻 1 号 51 頁、59 頁以下
(2013) を参照。
(31) このような判断基準を導き出したシャルクとコプフ事件判決について、渡
邉・前掲 産大法学 47 巻 1 号 68頁以下を参照。
(32) ヨーロッパ人権裁判所 2013 年 2 月 19 日判決 (X and others v. Austria)
(Application no. 19010/07)、2011 年 3 月 15 日判決 (Gas and Dubois v.
Frnce) (application no. 25951/07) が参照されている。前者については、後
に本稿のオーストリア編で取りあげる予定である。
(33) NJW-RR 2014, 1409 = FamRZ 2015, 156.
(34) 身分登録法 48 条 1 項 1 文により、47 条に列挙された他には、完了した登
録は、裁判所の命令によってのみ更正することが許される。更正の申立ては、
当事者の他、身分登録官も行うことができる (同条 2項)。
(35) AG Köln, Beschluss vom 30. Mai 2014 -378 Ⅲ 35/14-, juris.
(36) BT-Drucks. 13 / 4899, S. 51 f.




(38) NJW-RR 2014, 1409 = FamRZ 2015, 156.
(39) BVerfG NJW 2003, 2151, 2152.
(40) ドイツ民法は、承認 (認知) を父子関係についてのみ認めている。日本法
と異なり、母の認知の規定はない。母子関係は、1591 条により、分娩に
よってのみ定まる。
(41) FamRZ 2015, 943 = NZFam 2015, 187.
(42) 身分登録法 49 条 (裁判所による命令)
( 1 ) 身分登録所が職務行為を拒否するときは、裁判所は、当事者又は監督
官庁の申立てにより職務行為を身分登録所に命じることができる。
55(900)
(43) 身分登録法 36 条 (外国での出生又は死亡)






(44) 民法施行法 19 条 (親子関係)
( 1 ) 子の親子関係は、子の常居所地法による。子の親子関係は、父母の一
方との関係においてこの父母の一方の本国法によって定めることができ
る。母が婚姻しているときは、さらに血縁関係は、第 14 条第 1 項によ
り出生時に婚姻の一般的効力に適用される法によって定める。(4 文略)
(45) 条文については、CHILDRENʼS ACT 38 OF 2005. [online] The doj& cd
[retrieved on 2015-12-13]. Retrieved from the Internet : < URL : http :
//www.justice.gov.za/legislation/acts/2005-038%20childrensact.pdf >. を参
照した。
(46) 条文については、CIVIL UNION ACT 17 OF 2006. [online] The doj& cd
[retrieved on 2015-12-13]. Retrieved from the Internet : < URL : http :
//www.gov.za/sites/www.gov.za/files/a17-06_1.pdf >. を参照した。
(47) 従属連結 (Rz. 21)、独立連結 (Rz. 22)、民法施行法 17 条 b 第 4 項 (Rz.
23) の説明は省略する。
(48) AG Köln, Urteil vom 11. August 2010 -315 F 226/09-, juris.
(49) BVerfGE 108, 82. 内容については、野澤紀雄「ドイツにおける父性否認訴
訟の手続原則と『生物学上の父』の否認権」石川敏行ほか編『共演 ドイツ
法と日本法』中央大学出版部 (2007) 267頁を参照。
(50) 連邦憲法裁判所 2003 年 4 月 9 日判決は、「血縁上であるが、法的ではない








立場 (Vaterposition) を得る可能性を開かれている。」と述べる。(Rz. 54)






(52) 父の共同配慮権に関する連邦憲法裁判所 2010 年 7 月 21 日決定
(BVerfGE 127, 132) との共通点を指摘する。同決定については、ドイツ家
族法研究会「親としての配慮・補佐・後見 (一) ―ドイツ家族法注解」民商
法雑誌 142 巻 6 号 111頁、121頁 (2010) (床谷文雄) を参照。





(55) AG Tempelhof-Kreuzberg, Beschluss vom 25. Januar 2013 -140 F 4500/
11-, juris.
(56) NJW 2015, 1820.
(57) 母と懐胎期間中に同衾した者を父と推定する 1600 条 d 第 2 項 1 文が精子
提供者にも適用されるか否かという問題は学説で争いがあるが、ここで判断
する必要はないとする。
(58) BT-Drucks. 13 / 4899, S. 113.
(59) 連邦憲法裁判所 2003 年 4 月 9 日判決 (前掲注 (50)) を引用している。
(60) 家事事件手続法 188 条 (関係人)
( 1 ) 次に掲げる者を、関係人とする。
1．第 186 条第 1号の規定による手続において、
a ) 養親となる者及び養子となる者
b ) 養子となる者が未成年であり、かつ、民法第 1747 条第 2 項第 2 文
若しくは第 4 項の場合に該当しないとき、又は民法第 1772 条に規
定するときは、養子となる者の両親 (以下略)
条文訳は、青木哲、浦野由紀子、八田卓也「家庭事件及び非訟事件の手続
に関する法律」(第 2編、第 3編、第 4編及び第 7編)」法務省 [2015-12-13
検索]、インターネット < URL : http : //www.moj.go.jp/content/000012248.
pdf > による。
(61) ヨーロッパ人権裁判所 1994 年 5 月 26 日 (ケーガン対アイルランド事件)
(Application no. 16969/90) を参照する。
(62) JAmt 2015, 394.
(63) 決定理由に表れていない事実関係については、DerWsten紙 2014 年 5 月 16
日記事、Lesbische Paare fürchten nach Urteil Pflichten gegenüber Samens-
pendern [online] WZA 2014. [retrieved on 2014-12-13]. Retrieved from
57(898)
the Internet : < URL : http : //www.derwesten.de/staedte/hagen/lesbische-
paare-fuerchten-nach-urteil-pflichten-gegenueber-samenspendern-aimp-
id9354132.html > による。




補佐・後見 (三)―ドイツ家族法注解」民商法雑誌 144 巻 1 号 146頁 (2011)
(遠藤隆幸) を参照した。
(65) NJW 2014, 2369 = FamRZ 2014, 1386.
(66) NJW 2014, 2050 = FamRZ 2014, 674.
(67) 民法 1744 条 (試験監護期間)
縁組は、通常、養親が子を適切な期間養育したときに言い渡さなければな
らない。
(68) NJW 2011, 1085.
(69) JAmt 2015, 394.
(70) 実母である生活パートナーの一方が死亡しても、他方と子が縁組していれ
ば、子は生存パートナー (他方) の推定相続人となり、生存パートナー (他
方) は配慮権者として子を保護することができる。前記Ⅲ 2 4)(3)(b)を参照。
(71) Die Bundesarbeitsgemeinschaft Landesjugendämter, Empfehlungen zur
Adoptionsvermittlung -5., neu bearbeiteteAuflage 2006- [online] [retrieved
on 2015-12-13]. Retrieved from the Internet : < URL : http : //www.bagljae.
de/downloads/pm-empfehlungen-zur-adoptionsvermittlung.pdf >.
(72) Die Bundesarbeitsgemeinschaft Landesjugendämter, Empfehlungen zur
Adoptionsvermittlung -7., neu bearbeitete Fassung 2014- S. 69 f. [online]











(73) 中村・前掲 (注 (2)) 東洋法学 50 巻 1=2 号合併号を参照。
58 (897)
(74) 血縁上の父からの認知の可能性と特別養子縁組手続への関与に関する最高
裁平成 7 年 7 月 14 日第二小法廷判決 (民集 49 巻 7 号 2674頁) では、血縁
上の父の権利を、817 条 6 ただし書きの要件を満たさない場合には保護する。









子の父性承認をすることができ (民法 1592 条 2 号)、胎児の父性承認をす
ることもできる (1594 条 4 項)。父性承認に際しては、母の同意が必要であ
り (1595 条 1 項)、母が同意を拒む場合には、裁判により父性確認 (1600
条 d) をすることになる。他の男性が先に子の父性承認していた場合には、
血縁上の父は、父性取消権を有する (1600 条 1 項 2 号)。
出産した女性が婚姻していれば子の父は女性の夫となり (1592 条 1 号)、
血縁上の父は、父性取消し (1600 条) の後に父性承認しなければならな
い。この場合に、1600 条 1 項 2 号の「子の母と懐胎期間中に同衾したこ
とを宣誓した」男性として、血縁上の父である男性カップルの一方が取消
権者となる。男性カップルが子を引き取って育てている場合には、母の夫
と子の間に社会-家族的関係 (Sozial-familiäre Beziehung) が存在しない
ため、血縁上の父である男性カップルの一方に父性取消権が認められる















































第一審ショーネベルク区裁判所 2012 年 10 月 25 日決定
(82)
と抗告審ベルリ








手続法 109 条) に該当するか否かを検討した上で、BCの親子関係につい
てのみ、公序に反して認められないとした。








条 1 項 4 号の公序と結びつけることができるかという点で見解が異なった
(後記 4 2) (3) と 5 3))。
次に、カリフォルニア州判決の承認が公序に反するか否かの判断におい
て子の福祉が最も重要である点で抗告審と上告審に違いはない。しかし、
何を子の福祉として考慮するのか (後記 4 2) (4) と 5 5))、また男性カッ
プル双方を親として出生登録簿に登録され子が出自を知る権利を制約され





















胚保護法 1 条 1 項 7 号
(86)
は代理懐胎の施術の禁止に違反した者に、養子
あっせん法 14 条 b
(87)




























」(③ Rz. 39，②Rz. 29)。
｢出生後の健康上及び身上の危険からの保護を母と子に保障することも
重要である。子に対してはとりわけアイデンティティーの発見 (Identi-














定との関係で、民法 1591 条が、1998 年 7 月 1 日施行の親子法改正法によ





































法上) 公序 (der nationale (kollisinonsrechtliche) ordre public) ではな













点とした (① Rz. 10)。これに対して、抗告審と上告審は代理懐胎契約と
外国判決によって基礎づけられた BC 間の親子関係であるとする (② Rz.
27)。
2 事実関係




子による受精卵を Jに移植し、Jが Aと Bのために子を臨月まで妊娠す
るという内容であった。2010 年 9 月に受精卵が Jの子宮に移植され、双
子の妊娠が確認された。
2010 年 12 月 21 日に、サンフランシスコ市のドイツ総領事のもとで、
双子の胎児について、Aが父性承認の認証 (民法 1594 条 4 項) を Jの同
意を得て (1595 条 1 項) 行い、A と J による共同での配慮の意思表示
(Sorgeerklärung, 1626 条 a 第 1 項) の認証を行った。父性承認の認証に
おいて、Jは、Aによって懐胎したこと、2011 年 6 月に双子の出生が期
待されることを表明していた。
2011 年 4 月 6 日に、A と B の申立てにより、カリフォルニア州プレ
サー郡カリフォルニア州最高裁判所は、2010 年 9 月 16 日から 2011 年 6
月 16 日の間に生まれる子の親は Aと Bであり、Jは子の法律上の親では
ないという内容の判決を下した。Aと Bは、2011 年 4 月 26 日に生活パー
トナーシップを設定した。同年 5月 13 日に子 Cがカリフォルニア州で出
生した (双子の他方は、妊娠 30週に自然流産していた)。
Aと Bは Cを連れて 2011 年 6 月にドイツのベルリン市へ戻り、9月 12
日に外国出生の事後登録をA、B、Cは申し立てた。身分登録所は、子に





いないこと (1592 条) を説明した。
2012 年 2 月 9 日に、A、B、Cは、決定通知を取り消して Aと Bの共
通の子として Cの出生を登録する命令を身分登録所に対して下すように
(身分登録法 49 条 1 項) ショーネベルク区裁判所に申し立てた。
A、B、Cは、カリフォルニア州最高裁判所の確定判決が特別の手続を
65(890)






























続法 109 条 1 項 4 号)、承認されない。(①Rz. 10)
ドイツ法では、実親子関係について子が母と父を有するように定められ






また、Aと B を親とする出生登録は、基本法 1 条 1 項との関連におけ





ドイツ法が適用され (民法施行法 19 条 1 項 1 文)、Aと Bは、Cの親で












2009 年 7 月 7 日決定
(106)
、同 2013 年 2 月 19 日決定 (前記Ⅲ 2) から、子が
少なくとも母を有し、多くとも 1 人の父を有することはドイツ法の本質的
原則ではないことが確定している。Aと Bは、Cの母であるとは主張し
























(国籍法 4条 1項 1文、2文)。Aと Cの父子関係は、カリフォルニア州最
高裁判所判決により確定しており (国籍法 4 条 1 項 2 文)、この判決は、




109 条 1 項 4 号)。Aと Cの父子関係は、ドイツ法の本質的原則と矛盾す
る代理懐胎契約に基づくものであるが、ドイツ実質法 (民法 1592 条) を
適用する場合にもAが Cの法的な父であることから、結論においてはド
イツ法と合致しないものではない。なぜならば、Aは、Jの同意を得て
(1595 条 1 項
(108)
)、方式にしたがって (1597 条 1 項
(109)
)、Cとの父子関係を承認
している (1592 条 2 号)。Cがドイツに居所を有していることから、Cの
68 (887)
親子関係についてドイツ法を適用することができる (民法施行法 19 条 1
項)。(②Rz. 20)
Jは父性承認への同意の時点で独身であるから、Aが父性承認を行った





B と C の親子関係について、カリフォルニア州最高裁判所の判決は、
特別の手続なく承認されるのではない (家事事件手続法 108 条 1 項)。承
認すれば、ドイツ法の本質的原則と明らかに合致しない結果となる (家事
事件手続法 109 条 1 項 4 号)。(②Rz. 24)




代理懐胎契約は否定されている (民法 1591 条、胚保護法 1条 1項 7号、



























者 (Wunscheltern) に奨励するかもしれない。それにより、民法 1591 条、




(b) 家事事件手続法 109 条 1 項 4 号との関係
代理懐胎を否定することで回避される危険に、本件事案においても、母
と子は実際にさらされていた。そのため、個別事案の結果に合わせるとい


















活している。父 Aとそのパートナーである Bとともに Cが生活すること
を阻害する事情が何であるかは、明らかではない。このことは、すくなく
とも、B と C の間の法律上の親子関係とは関係のないものである。(②
Rz. 34)








カリフォルニア州最高裁判所の判決を承認することで Aと B を親とす

































5 連邦通常裁判所 2014 年 12 月 10 日決定



















解を適切とする (③ Rz. 34)。
公序に反しない理由として、連邦通常裁判所決定は、民法の実親子関係
の規定 (前記 1 3) (2))、立法における代理母の扱い (前記 1 3) (1)、後
記 (1))、家事事件手続法 109 条 1 項 4 号による公序違反 (前記 1 4)、後




胚保護法、養子あっせん法の立法趣旨 (前記 1 3) (1)) のうち、次の 2
点を指摘する。








(2) 家事事件法 109 条 1 項 4 号
代理母については、人間の尊厳 (基本法 1条 1項) が問題となる。依頼
者の権利は、基本法 2条 1 項、6 条 1 項、場合によってはヨーロッパ人権
条約 8 条 1 項から生じる。子については、親による養育と教育の保障への












の福祉は、国連子どもの権利条約 3 条 1 項、EU基本権憲章 24 条により、
子が関係するすべての措置について優先的に考慮される。(③Rz. 41)
ヨーロッパ人権裁判所の判例も、ヨーロッパ人権条約 8 条 1 項の私的生

































































konfliktgesetzes (SchKG)) 25 条以下
(123)





であるが (民法 1591 条)、子が 16歳になるまで母に法律上保障された匿




















を保障される子の権利 (基本法 6条 2項との関連における 2条 1項、ヨー
ロッパ人権条約 8 条 1 項) である。(③ Rz. 54)
76 (879)
そして、抗告審決定が公序違反を理由づけるにあたり考慮した要素であ
る縁組手続と社会的親子関係 (前記 4 2)(4))、自己の出自を知る権利


















(das hinkende Verwandtschaftsverhältnis) は
(129)
、基本法 6 条 2 項との関連

































































連邦通常裁判所 2014 年 12 月 10 日決定の事案は、代理懐胎による出産
後に生じる問題であった。これに対して、デュッセルドルフ上級州裁判所
79(876)
















ノイス区裁判所 2014 年 2 月 26 日判決 (未公刊) は、申立てを棄却した。
Xは、抗告した。
2 ) デュッセルドルフ上級州裁判所 2015 年 7 月 31 日決定
子の出生前に父性確認をする可能性が法律上はないとして、デュッセル
ドルフ上級州裁判所 2015 年 7 月 31 日決定は抗告を棄却した。
子との法的父子関係は、ドイツ法によれば、子の出生により初めて確定
する。民法 1592 条 1 号により、子の父は、出生時に母と婚姻していた者
である。この規定は、子の出生時点で初めて母が婚姻しているか否かが確
定されることから、法的父子関係を出生時に初めて確かに宣言することが
できるという立法者意思を明確にしている。1592 条 2 号 (父性承認)、
1594 条 4 項 (胎児への父性承認) により父子関係を子の出生前に承認で
きることは、異なる立法者意思を表しているのではない。1594 条 2 項に
より他の男性との間の父子関係が存在しない限りにおいてそのような父性
80 (875)
承認が効力を有するからである。しかし、出生時点で 1592 条 1 号の規定
に基づき他の男性との父子関係が定まることもありうる。その他に、申立
人は、父性承認ではなく、胚の段階にある人の生命体との父性確認を求め
ている。1594 条 4 項の例外的性質と、相応する規定が裁判上の父性確認
(1600 条 d) にはないことから、意図しない法の欠缺は存在せず、子の出













ら、明らかにする必要はない。胚は、民法施行法 19 条 1 項 1 文にいう子
ではなく、凍結胚の保存地は常居所地ではないから、同条は適用されない。
卵子を採取した女性を妊娠させる以外の目的で卵子を受精させることに対










を対象とした判断である。日本における最高裁平成 19 年 3 月 23 日第二小
法廷決定 (民集 61 巻 2 号 619頁) とは逆の結論を導き出している。女性
カップルにおいてドイツ実質法では同性の実親の組合せを認めていないが
(前掲Ⅷ 2 1)、2)) 、外国判決の承認では二人の実母を認めた前記ベルリ





















れば、他方が重ねて父性承認をすることはできない (民法 1594 条 2 項)。
生活パートナーであるという理由で二人目の父として登録されないことは、
女性カップルによる精子提供型人工授精で二人目の母として登録されない












あること」(最高裁平成 19 年決定) とするにもかかわらず、ドイツとは違
















―」家族〈社会と法〉 第 28 号 52頁 (2012)を参照した。
(77) 民法 1600 条 5 項は、カップルの男性と女性が合意に基づいて精子提供に
より人工授精を行った場合に、このカップル双方による父性否認を認めてい
ない。子から父性取消しをすることは認められる。
(78) アジアにおける代理懐胎 (出産) ツーリズムについては、日比野由利「ル
ポ 生殖ビジネス 世界で『出産』はどう商品化されるか」朝日選書 933
83(872)
朝日新聞出版社 (2015) に、現地での状況が紹介されている。
(79) 連邦通常裁判所 2014 年 12 月 10 日決定前の状況については、トビアス・
ヘルムス (野澤紀雅 訳)「代理懐胎：生殖ツーリズムと実親子法」比較法雑






(81) 家事事件手続法 109 条 (承認障碍)





(82) AG Schöneberg, Beschluss vom 25. Oktober 2012 -70 Ⅲ 70/12-, juris
(83) StAZ 2013, 348.
(84) 実親子関係事件の管轄は、子、母、父の国籍または常居所地により定まる
(家事事件手続法 100 条)。カリフォルニア州の裁判所の国際管轄が認められ
ると、カリフォルニア州最高裁判所の判決は、家事事件手続法 109 条 1 項 1
号に該当せず、承認される。























胚保護法 (Embryonenschutzgesetz - ESchG) については、齋藤純子「胚
保護法」外国の立法 30 巻 3 号 (1991) 99頁以下に立法の経緯と翻訳が、床
谷・前掲 226頁以下に翻訳がある。床谷・前掲 215頁に紹介されている文献
も参照。
(87) 養子あっせん法 14 条 b





(88) 養子あっせん法 (Adoptionsvermittlungsgesetz - AdVermiG) 13 条 c
代理母あっせんは、禁止する。
(89) BT-Drucks. 11 / 4154, S. 6.







の議論を手掛かりにして」GEMC journal no. 5 104頁、107頁以下 (2011)
を参照。
(91) BT-Drucks. 11 / 4154, S. 6.
(92) BT-Drucks. 11 / 4154, S. 6 f.
(93) 子の父は、出生時点に子の母と婚姻していた男性 (民法 1592 条 1 号)、父
性承認をした男性 (2 号)、または民法 1600 条 d または家事事件手続法 182
条 1 項により父子関係の裁判上の確認をした男性 (3 号) である。
(94) BT-Drucks. 13 / 4899, S. 52 und 82.
(95) BT-Drucks. 13 / 4899, S. 82.
(96) 連邦憲法裁判所 2013 年 2 月 19 日判決 (前記Ⅲ 2)、 2013 年 5 月 7 日判決












(100) BGH 1998 年 4 月 21 日判決 BGHZ 138, 331, Rz. 16.
(101) BGH 2011 年 3 月 30 日決定 BGHZ 189, 87.




(102) 家事事件手続法 108 条 (その他の外国判決の承認)
( 1 ) 婚姻事件における判決を除き、外国判決は、これについて特別の手続
を必要とせずに、承認する。(以下略)
(103) 身分登録法 36 条 (外国における出生と死亡)






( 2 ) 登録の管轄は、外国で出生した者がその住所又は常居所を有している
管轄地域の身分登録所が有する：(以下略)
(104) 国籍法 (StAG) 4 条







(105) 自己の出自を知る権利に関しては、抗告審決定理由 (後記 4 (5)) にお
86 (869)
いて、第一審の理由とともに紹介する。
(106) BVerfGE 124, 199. 決定理由などの内容については、渡邉泰彦「ドイツ同
性登録パートナーシップをめぐる連邦憲法裁判所判決−家族手当と遺族年金
について」産大法学 43 巻 3・4 号 409頁、426頁 (2010) を参照。2009 年 7
月 7 日判決と記載しているが、決定の誤りである。
(107) 以下の (1)〜(5) の他に、民法施行法 19 条の論点に関する部分があるが
(②Rz. 39 以下)、本稿の対象から外れるため割愛する。
(108) Cを分娩した Jは、ドイツ法の適用において母である (民法 1591 条)。
(109) 民法 1597 条 (要式；撤回)
( 1 ) 承認と同意は、公的認証をしなければならない。
(110) Jが婚姻していれば、Cは、Jの夫の子と推定されるため、Aは父性承認
ができないことになる。
民法 1594 条 (父性の承認)
( 2 ) 他の男性と父子関係が存在する限りにおいて、承認は、その効力を生
じない。
(111) カリフォルニア家族法 sec, 7672 lit. f. (2)
(112) BT-Drucks. 13 / 4899, S. 82.




(114) 連邦憲法裁判所 1989 年 1 月 31 日判決 BVerfGE 79, 256.





(116) BGHZ 203, 350 = NJW 2015, 479.
(117) BT-Drucks. 11 / 4154, S. 7.













(119) 連邦憲法裁判所 2013 年 2 月 19 日判決 (BVerfGE 133, 59) Rz. 44 f. 前記
Ⅲ 2 1) (2) および (3) を参照。
(120) ヨーロッパ人権裁判所 2014 年 6 月 26 日判決 (Menneson v. France)
Application no. 65192 / 11 Para. 96.
(121) 連邦憲法裁判所 2013 年 2 月 19 日判決 (BVerfGE 133, 59)Rz. 80. 前記Ⅲ








る匿名性の問題・再論」法学新報 121 巻 7 号 (2014) 163頁以下、渡辺富
久子「ドイツにおける秘密出産の制度化 ―匿名出産及び赤ちゃんポストの
経験を踏まえて―」外国の立法 260 号 (2014) 65頁以下を参照。
(124) 民法 1747 条 (子の親の同意)





(125) 妊娠葛藤法 31 条 (出自証明書の子の閲覧)




(126) 民法 1600 条 (取消権者)
( 5 ) 男性と母の同意を得て第三者の精子提供の方法による人工授精によっ
て子を懐胎したときは、男性又は母による父性取消しは、排除する。
(127) 参照、連邦通常裁判所 2013 年 5 月 15 日判決、前掲Ⅶ 3 1) (4) (b)。
子の権利のさらなる改善のための法律草案 (子の権利改善法)








(128) 連邦憲法裁判所 2013 年 2 月 19 日判決、前述Ⅲ 2 1) (1)、(2) を参照。
(129) ドイツ法によれば、ドイツ国内で禁じられた方法で実施された代理懐胎
によって、子 Cの父は Aであり、母は分娩した代理母 Jとなり、Cは 2 人
の親を有する。
(130) FamRZ 2015, 381.
(131) 1912 条 (胎児のための保護)
( 1 ) 胎児には、その将来の権利を守るために、この権利が保護措置を必要
とする限り、保護人を付する。
( 2 ) 子がすでに生まれていたとすれば親としての配慮が帰属する限り、保
護措置は、父母が行う。
(132) 抗告審は、一般予防というキーワードにより、代理懐胎の禁止が依頼者








































また、連邦憲法裁判所 2011 年 1 月 11 日決定は、トランスセクシュアル

















2010 年 10 月に名を女性名から男性名に変更した (トランスセクシュアル





容器での精子提供を受けて懐胎した Xは、2013 年 3 月に子 Aを出産し
た。精子提供者が父とならないことを、Xと精子提供者は合意していた。
身分登録所は、Xを母としてか、父としてか、または親がないとして





ショーネベルク区裁判所 2013 年 12 月 13 日決定
(139)
は、子の出生の登録に
ついて「母：氏 X；名 B. D」と記載するように身分登録所に命じた。申
























女性としての身分登録を 1591 条の判断基準とする Xと Aの見解に反
して、縁組の規定も、養母が 1591 条によってではなく、縁組締結に基づ























トランスセクシュアル法 10 条 2 項および 5 条 3 項により、Aの出生登
録簿には、トランスセクシュアル法 1条による判断が確定する前に称して






名の変更 (トランスセクシュアル法 1条) の判断前に称していた名を申
立人の同意なしには公表されず、探索されないという権利 (トランスセク















4 ベルリン高等裁判所 (KG) 2014 年 10 月 30 日決定
Xは、トランスセクシュアル法 5 条 3 項、10 条 2 項により、変更前の




















る権利が生じる。民法 1592 条以下による Xの法的父子関係の要件は、X
の性別に関係なく、存在していない。父である Xに帰属することは、基
本法 1条 1 項、2 条 1 項、6 条 1 項からの Aの権利に介入するだろう。縁
組を除けば、子は、法的にも同時に二人の父を有することはできない。A









定されており、類推適用のための法の欠缺はない。X は、民法 1591 条










本章で扱った FtMTSによる出産の事案 (以下、本件とする) も、男性
カップルによる代理懐胎の事案である連邦通常裁判所 2014 年 12 月 10 日




















れたのか (母) と、誰により懐胎されたのか (父) が分からなければなら
ない。その点で、自己の出自を知る権利を重視したベルリン高等裁判所と
ショーネベルク区裁判所の理由付けは、この権利が身分登録簿によって保










条 3 号が「現に未成年の子がないこと」という要件を定めている。平成 23





(135) トランスセクシュアル法 11 条 (親と子の関係)





(136) 渡邉・前掲 産大法学 45 巻 1 号 48頁以下を参照。
(137) BVerfGE 128, 109. 同決定については渡邉泰彦「性別変更の要件の見直し
―性別適合手術と生殖能力について」産大法学 45 巻 1 号 31頁、39頁以下
(2011) を参照。
(138) 本件事案と同一であるとは確認できていないが、同時期に FtMTSが子
を出産したという通知が 2013 年 4 月 11 日にベルリン−ノイケルン少年局に
あったと報道されていた (Spiegel 2013 年 37 号 60頁、前記Ⅰ注 (8) でも
簡単にふれていた)。報道によると、この男性が助産師により 4 月には自宅
で出産することが 2013 年 3 月 18 日付けのベルリン−ノイケルン少年局の局






Bild紙の記事については、Berliner Mann bringt Baby zur Welt. [online]
Bild 2013. 09. 09. [retrieved on 2015-12-13]. Retrieved from the Internet : <
URL : http : //www. bild. de/news/inland/geburt/berliner-mann-brachte-
zu-hause-einen-gesunden-jungen-zur-welt-32308812.bild.html >.
(139) AG Schöneberg, Beschluss vom 13. Dezember 2013 - 71 Ⅲ 254/13‒, juris.
(140) NZFam 2015, 32 = FamRZ 2015, 683.
(141) この点については、ケルン上級州裁判所 2009 年 11 月 30 日決定 (NJW
2010, 1295 = FamRZ 2010, 741) を参照。同決定については、渡邉・前掲
産大法学 45 巻 1 号 48頁以下で紹介している。
(142) トランスセクシュアル法 10 条 (判断の効力)
( 1 ) 申立人が異なる性別に属するとみなす判断の確定から、その者の性別
に関わる権利と義務は、法律に別段の定めがない限り、新たな性別に合
わせる。
(143) その理由について、連邦憲法裁判所 2011 年 1 月 11 日決定を引用する。
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